
中医協「第 124 回診療報酬基本問題小委員会」 

ＤＰＣの評価について基本小委として意見集約 

 

 中医協・診療報酬基本問題小委員会は 10 月 22 日、前回（7 月 16 日）に引き続きＤＰＣ

の在り方について議論した。前回の基本小委で事務局が提示した 3 つの論点のうち、今回

は【論点 1】のＤＰＣ評価の考え方を議題にした。 

議論に先立って診療側委員は、「ＤＰＣに関する方向性について」（下表）と題したペー

パーを連名で提出。急性期病院の診療報酬上の評価をＤＰＣと出来高払いとの二本柱とし

ていることに、対馬忠明委員（健康保険組合連合会専務理事）が「将来的には包括化の方

向にある。共通認識がないように見える」と反論。さらに、一定のルール下で病院が自主

的に辞退できるようにすることが提案されている点にも、「改定の内容次第で、ＤＰＣか出

来高か有利な支払い方を選択するのは、支払方式としては認められない」と突っぱねた。 

 
▲「自主的に辞退できるルールを」という藤原委員（左）に対し、 
「有利な支払方式の選択になる」と反論する対馬委員（右） 
 

 

■医療の効率化・透明化に“一定の効果あった”と評価 

ＤＰＣの評価について事務局は、①平均在院日数、②再入院率、③転帰（治癒・軽快）、

④ＤＰＣ対象病院での診療状況――に関するデータを提示。急性期医療における平均在院

日数は、ＤＰＣに限らず、諸外国を含めて減少傾向にあり、治癒の割合が減少傾向にある

のも近年のがん医療や急性期医療に対する考え方に沿ったもので、効率化が図られた結果

と説明した。また、ＤＰＣ評価分科会の西岡清分科会長（横浜市立みなと赤十字病院院長）

が「ブラックボックスと言われていた大学病院の医療がＤＰＣ導入によって透明化できた。

質が低下したという話も聞いていない。医療の標準化の面ではパス作成が進んだ」と導入

効果が大きいことを指摘したほか、前田雅英委員（首都大学東京都市教養学部長）は「デ

ータも重要だが、このような場で議論できるようになった効果も大きい」と評価した。 

一方、竹嶋康弘委員（日本医師会副会長）や坂本すが委員（日本看護協会副会長）は、

平均在院日数が半分近くまで短縮していることについて、「新たに入院する患者が増えると、 

 

株式会社 メディカル・リード  ［ http://www.medical-lead.com ］ 

ＤＰＣに関する方向性について 
（診療側委員の提案） 

1 急性期病院に対する診療報酬上の評
価は、ＤＰＣ、出来高払いの二本柱で
ある。 

2 急性期対象病院に対するコストを適
切に反映した診療報酬のあり方につ
いて、検討する。 

3 ＤＰＣ、出来高払いを採用する急性期
病院それぞれについて、適切に評価し
ていく。 

4 ＤＰＣ準備病院、ＤＰＣ対象病院とも
に、個々の医療機関が、一定のルール
の下に、自主的にＤＰＣを辞退するこ
とができるようにする。 



 

かかる手間や時間が増える。そのしわ寄せが医師や看護師にいっていないか」「実質、診て

いる患者が倍になっており、今後、在院日数が短縮すれば、さらに患者数が増える。働く

人の満足度も見ていかなければならない」と、ＤＰＣで効率化された面のみに着目して評

価することに警鐘を鳴らし、ＤＰＣ病院に勤務する医師や看護師の労働状況も評価に加え

る必要性があると訴えた。 

遠藤久夫委員長（学習院大学経済学部教授）はこれらの意見を整理し、基本問題小委と

して、ＤＰＣの評価を「医療の効率化と医療の透明化については一定の効果が認められた

と考えられるが、医療の標準化あるいは医療の質の向上など、より総合的な視点からの検

証・分析が今後必要である」とまとめた。 

次回は 11 月中旬に開催し、【論点 2】のケアミックス型病院に対するＤＰＣの適用につい

て議論する。 
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